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石塀小路（京都）
八坂神社の南、分かり難いため観光客も少ない小道。石
畳の石は京都市電の敷石を利用したとか。両側には町屋
の旅館や料理屋が営まれています。袖が触れ合う程では
ないものの、2人が擦れ違えるクネクネ小路です。もちろ
ん自動車は無理。静かで、通り抜けるだけでも気持ちが
落ち着きます。
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地球の歴史のなかで、人類にとっ
て最も生存し易い時期は、言うまでも
なく人類が出現したと考えられている
20万年前から現在までで、この間が如
何に安定した、穏やかな環境であった
か、神に感謝すべきだ。
地球創世時期46億年前の地球大気

は、太陽と同じ高温高圧の水素とヘリ
ウムで、それらが原始太陽の強烈な太
陽風によって数千万年の間に吹き飛ば
された。その後、太陽風も徐々に弱く
なったが、今でも大気の一部が吹き飛
ばされており、最近、月で地球の酸素
が確認されている。その後、地球自体
の表面の温度も下がり、地殻が形成さ
れることにより火山の激しい噴火活動
が起こり、二酸化炭素（CO2）とアン
モニアが大量に放出された。この時期
の原始的な大気には多量の水蒸気も含
まれていた。
41億年から38億年前には、多数の小

惑星などが地球などの惑星に降り注い
だ時期だ。月面のクレータで判るとお
りである。40億年前後からは地球表面
温度の低下に伴い大気中の高濃度の水
蒸気が凝縮し、原始海洋を形成した。
生物の起源もこの時期から始まり、し
かも32億年前には光合成する生物が現
れ、27億年前には大量に発生し、海水
中に酸素を供給した。20数億年前後
には海中から大気中にも酸素が供給さ
れ、紫外線と反応し、オゾン層が形成
された。さらに酸素濃度が増加するに

つれオゾン層は成層圏に上昇し、DNA

を破壊する紫外線が地表から減少、海
中生物が陸上に移る環境が整った。
8億年前から6億5,000万年前には、
地球全体が凍結する氷河期が数回到来
し、6億年前には酸素濃度が現在の水
準（現在の大気中の酸素濃度は約21％）
にまで達する。4億6,000万年前から4億
3,000万年前にも氷河期が生じ、この
氷河期の末期には生物の大量絶滅が生
じている。
5億年前から4億年前の間のCO2の濃
度は、現在の20倍程度（現在の大気
中のCO2濃度は0.03%）あり、この時
期に植物や節足動物の海からの上陸
がなされている。3億6,000万年前は温
暖期であり、石炭の元となった大森
林が各地で形成、植物の活発な光合
成によりCO2が減少し、温室効果が減
少、寒冷化し、酸素濃度が増えた時期
となった。その後3億5,000万年前から
2億5,000万年前までは氷河期、この間
の3億年前には昆虫類が拡大、ゴキブ
リも出現、CO2濃度が現在程度となり、
酸素濃度が35％程度となった。その
後、樹木を分解できる菌類の登場に
より、酸素濃度が減少し、CO2濃度が
徐々に増加する。
2億5,000万年前には、大陸が一つに
成る超大陸パンゲアが形成され、それ
により活発化した火山活動により、生
物の95％程度が死滅した。この火山活
動はCO2の大量の放出、気温、海水温

の上昇を招き、氷河期に海底に蓄えら
れたメタンハイドレートをも大量に気
化した。その結果、CO2と水蒸気が大
量に発生し、酸素濃度の極端な低下
となった。この時も生物の大量絶滅と
なったが、低酸素濃度に適応した恐竜
は生き残った。
2億年前には、酸素濃度が12％まで
減少し、CO2濃度は現在の数倍～10倍
に増加したが、この前後は温暖な気
候が続き、以降、酸素濃度が増加し、
CO2濃度が減少する。生き残った恐
竜は1億年前には全盛期を迎えるが、
6,550万年前に生物の絶滅、恐竜も絶
滅した。隕石の落下による地球環境の
激変が原因との説が有力である。
その後5,500万年前に、突発的な温
暖化現象が生じた。これは北大西洋の
海洋底での火山活動の活発化により、
大気中にCO2やメタンなどの温暖化ガ
スが大量に放出したためである。この
時も海底のメタンハイドレートの融解
により、大気へのメタンガスの放出に
よるCO2と水蒸気の増加と相まって、
海面温度が3～4度、亜熱帯では気温が
20度も上昇した。しかし、4,000万年
前になると、南極大陸での氷河の形成
など徐々に寒冷化が進む。
70万年前頃からは10万年周期の大幅

な気候変動が見られるようになる。約
23万年前頃が温暖期のピークに、その
後14万年前頃に氷期のピーク、さらに
急速に温暖化し、13万年前から12万年
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前が温暖化のピークとなった。その後
も約11万年前頃から緩やかに寒冷化、
温暖化を繰り返し、徐々に氷期に向
かった。我々ホモ・サピエンスがアフ
リカに出現したのが約20万年前、6万
年前頃に各大陸に広がった。
その後も地球温暖化に伴う海面の急
速な上昇や、ウルム氷河期（約2万年
前、最終氷期）には気温が年平均で7～
8度下がり、氷河が発達、海水面が現
在より100～130m低くなった。さらに
温暖化と寒冷化の小さな繰り返しがあ
り、長期的には温暖化に向かった。1万
年前から8,000年前に現在と同じ環境
となる。
自然の摂理の中での地球環境の移り
変わりを駆け足で説明したが、このよ
うに地球史上の温暖化、寒冷化などの
大きな変化に、あらゆる生物が右往左
往、時には消滅と再生を繰り返してき
たわけである。現在の短期的な穏やか
な生息しやすい地球環境を謳歌してい
る人類にとって、他の動物と比し、そ
の生息が可能な環境条件の幅はかなり
限られていることは確かである。この
過ごしやすい地球環境を維持、継続、
そのための改善は、神から預かってい
る命題であろう。
1760年代に英国で起こった産業革命

が世界に拡がり、それ以来エネルギー
大量消費時代に突入した。人口も、西
暦元年頃には3億人程度と考えられて
いるが、西暦1800年には10億人弱と

なり、210年後の2010年には約73億人
と急速に増加していることも地球環境
問題の大きな要因となっている。この
様な急激な人口増、生活水準の向上の
ためのエネルギー多消費、それに伴う
CO2を中心とする温暖化ガスの増加は
今後も避けられず、その対応が世界的
な緊要の課題となっていることは、世
界中の為政者など多くの方々が理解し
ているところである。
しかしながら、このままの温暖化ガ
スの放出が続くと、200年後、最悪の
場合には80年後に人類が絶滅してしま
うと警告する学者もいる。CO2などの
増加が、やはり温暖化要因である水蒸
気を増加させ、その相乗効果によりさ
らに気温、海水温を上昇させる。海水
温が平均2度上昇すると、寒冷化時期
に海底に蓄積されたメタンハイドレー
トが大量に気化し続け、さらに気温が
上昇する。メタンガスと酸素の結合
により、大気中のCO2と水蒸気が指数
関数的に増加する。CO2の大気中の割
合が3％以上になると、人間はめまい、
頭痛、吐き気、7％を超えると意識を
失うという。CO2が地球温暖化ばかり
ではなく、人類の生存に直接的な影響
を与えるレベルになる。

では、どうすれば良いのか。エネル
ギー資源の節約に他ならない。無駄な
エネルギー消費を削減するには、パリ
協定（COP21）の目標値を超えた、率

先した温暖化ガス削減行動を工業先進
国、化石燃料多消費国は果たさなくて
はならない。内燃機関のさらなる効率
化促進は当然ながら、例えばガソリン
自動車の利用は極力避ける、我慢する
など、節約に効果的な方法を一つ一つ
実践していくことである。
また、化石燃料代替エネルギー源の
活用促進である。太陽は地球の生物に
とって不可欠であり、地熱も地球を暖
かく保っている重要なエネルギーであ
る。太陽は核融合、地熱の半分は核
崩壊熱で、いずれも膨大な原子力によ
るエネルギーである。「原子力は嫌い」
と言う人も、脱原発を進める政党も、
そのエネルギーで生命や活動が保たれ
ている。
化石燃料を炭酸ガスに替えてエネル

ギーを得るよりは、原子力発電は当然
ながら、水力、太陽光、風力、地熱、
バイオマスなどの一層の利用促進を図
る必要がある。勿論それぞれに特長や
弱点があるのでお互いに補完し合い、
より効率的な普及を行わなくてはなら
ない。そのため、それら石油代替エネ
ルギー源の地球規模での技術協力を強
力に進めることが各国の為政者、産業
人に望まれる。
自然の摂理での地球環境の変化によ

るのではなく、人間の飽くなき化石燃
料の消費により、子孫が、人類が滅亡
することだけは避けたい。

（編集部）
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建設中の原子力発電所は今

新規制基準の審査申請は26基、
未申請は20基

2011年3月11日にマグニチュード
9.0の東北地方太平洋沖地震が生じ、
その地震と津波が東日本大震災を引
き起こしました。その当時のわが国の
原子力発電所は、定期検査中で運転
を停止しているものも含めて運転中は
54基、4,885万kWで、建設中は3基、
414万kW、閉鎖しているものが4基、
119万kWでした。
福島第一原子力発電所の事故後、
2012年9月に改組、発足した原子
力規制委員会により、新規制基準
が2013年7月に施行されました。そ
の新基準に基づき、各電力会社から
2013年7月から2015年11月までに、
運転中、建設中を含め16箇所26基の
原子力発電所が新基準適合審査のた
めの申請がなされました。また、こ
の機会に、新規制基準に適応させる
ためには費用が掛かり過ぎ、採算が
合わないなどの理由により、2015年
3月までに廃炉が決定された発電所
は、5基（美浜1・2号機、島根1号機、
玄海1号機、敦賀1号機）となりまし
た。当然ながら、事故を起こした福
島第一発電所の6基は、1～4号機が
2012年4月19日に、被害の少なかっ
た5、6号機も運転を再開することな
く2014年1月31日に廃止が正式に決
定されました。

2017年2月28日現在、原子力規制
委員会の新規制基準の適合審査申請を
行っている原子力発電所、16箇所26基
（内、建設中が1基）の内、審査が終了、
すなわち審査に合格した発電所は6箇
所12基となりました。まだ申請されて
いない原子力発電所は、運転中であっ
たものが8箇所18基、建設中が2箇所
2基です。規制当局の審査状況を見な
がら、各電力会社は追々申請すること
になるでしょう。
原子力発電所以外にも再処理工場、

ウラン濃縮工場、MOX燃料加工施設、
使用済燃料貯蔵施設、廃棄物管理施設、
大学や国の研究機関の研究用原子炉、
核燃料施設取り扱い施設なども新規制
基準の適合審査が必要になり、2014年
1月から2015年7月までの間に、それ
ら施設20箇所が審査申請を行ってお
ります。
すでに運転を再開している原子力

発電所もあるなかで、建設中であっ
た原子力発電所が今、どの様な状況
にあるのかを今回取材しました。当
然、建設中の原子力発電所も原子力規
制委員会の新規制基準に則って審査
を受けることとなっています。3.11当
時から、6年経った今も「建設中」の
原子力発電所が3基あります。東京
電力㈱の東通原子力発電所（138万
5,000kW）、電源開発㈱の大間原子力
発電所（138万3,000kW）、そして中
国電力㈱の島根原子力発電所3号機

（138万3,000kW）で、いずれも改良
型沸騰水型原子炉（ABWR）です。

東通原子力発電所の建設再開は
当分無理か

建設が止まっている東通原子力発電
所は、下北半島の太平洋側の東通村に
あります。東通村には、建設中の東京
電力の東通原子力発電所の南隣に、東
北電力の東通原子力発電所が、運転再
開に向けて規制当局の審査中です。建
設中と運転中の発電所の名前が会社は
違っても同じ「東通」ですので気を付
けなくてはなりませんが。東北電力の
東通原子力発電所1号機の、1日も早
い運転再開が果たされるよう、願って
います。
下北半島には、地元でエネルギー

半島と呼ぶほどエネルギー関連施設
が集中しています。原子力発電所以外
には、六ヶ所村に「日本原燃㈱」の
再処理工場、ウラン濃縮工場、ウラン
とプルトニウム混合燃料を製造する
MOX燃料加工工場があります。また、
むつ市には使用済燃料を中間貯蔵･保
管する「リサイクル燃料貯蔵㈱」があ
り、六ヶ所村には国の施設である「む
つ小川原国家石油備蓄基地」、国内最
大の太陽光発電（11万5,000kW）の「㈱
ユーラス六ヶ所太陽光」、さらに下北
半島のあちこちに風力発電所が設置
されています。
東京電力の東通原子力発電所が建設
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を開始したのが2011年1月25日、同
年4月には本格工事に着手する予定
で、敷地工事が進んでいました。しか
し、建設開始から1ヶ月余り後に東北
地方太平洋沖地震、そして大津波によ
り福島第一原子力発電所が大事故を
起こし、そのために本格工事に入る前
に建設停止となりました。同様に建設
中であった大間原子力発電所と島根
原子力発電所3号機は、3.11直前には
それぞれ37.6% 、93.6%の進捗率でし
たが、そのままの進捗率で今日に至っ
ています。
東通原子力発電所の建設所を訪れた

時には、建設活動が停止されていたた
め、遠くからその敷地を眺めることと
なりました。航空写真では敷地は造成
中、港は完成しているように見えます
が、本格的な建設工事の直前に工事が
停止されたために、工事関係者も見当
たらず、工事用重機も数台置かれてい
ただけです。
東通原子力建設所のホームページ
に掲載されている所長あいさつには、
「被害に遭われた皆さまの賠償および
福島第一原子力発電所における安定
的な施設の維持に、全社で全力を挙
げて取り組んでおります。東通原子
力発電所の建設工事につきましては、
被害に遭われた皆さまの賠償等に全
社で全力を挙げて取り組んでいるこ
とから、引き続き本格工事について
は見合わせております。」とあり、当
分の間、建設工事を開始できる状況
ではないと思われます。

湖のように見える六ヶ所村のソーラーパネル、国内最大

2、3の工事機材が見える辺りが建設所、左端の建屋、排気筒が東北電力の東通原子力発電所
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太平洋から日が昇り、
日本海に沈む大間

本州の北端、青森県の「斧」の形を
した下北半島の北の突端に、クロマグ
ロで有名な大間町があります。ここか
らは竜飛岬や北海道の松前半島、そし
て天気がよければ函館山、函館市街が
見えるようです。また大間町は、10月
と2月に太平洋から日が昇り、日本海
に沈むのが見える日本では奇跡的な土
地です。ここに電源開発㈱が初めての
原子力発電所を建設中で、建設工事の
進捗率は37.6％となっています。しか
し、2011年3月以来、工事は進捗して
いません。福島第一原子力発電所の大
事故による新基準の適応のための原子
力規制委員会による再審査がまだ済ん
でいないからです。
大間原子力発電所の設置は、もとも

と地元の誘致から始まりました。商工
会が大間町の経済対策の起爆剤として
誘致活動を始め、町議会が誘致決議
をして、大間発電所を建設することと
なりました。地元では「金の卵を生む
鶏」として期待されたようですが、建
設所の説明者は「未だに卵を産んでい
ません」と言います。しかし、極力地
元の物産、企業を活用するように努力
しているとのことです。原子力発電所
のような専門的な機材の調達は別とし
て、一般的な機材調達には地元企業が
活用されています。

今のところ最も大きな電気出力

大間原子力発電所の電気出力は
138万3,000kW、完成すれば単機当た
りの電気出力が最大の原子力発電所と
なります。大間が採用したABWR（改
良型沸騰水型軽水炉）は、すでに柏崎・
刈羽6号機、7号機、浜岡5号機、志賀
2号機にも導入されています。しかし、
他のABWRに比べ大間は最北端のサ
イトとなっているため、海水温が低く
タービン効率が良く、電気出力が最大
となります。しかし、同じ下北半島の
太平洋側の東通村に建設中の東京電力
の東通1号機が完成すれば、東通の海
水の方がさらに温度が低いため、東通
1号機の電気出力は138万5,000kW出
力となり、大間を抜くことになります。
発電所の電気出力には、海水の温度が
かなり効果的に働きます。
世界最大級のABWRの原子炉には、

872体の燃料集合体を入れることがで
きます。大間発電所の原子燃料は、「フ
ルMOX」と言って、初めから872体
全部にウランとプルトニウムの混合燃
料を入れることができます。このフル
MOXが大間原子力発電所の大きな特
長で、初めからその様な炉心設計、設
備対応がなされ、2008年5月に着工さ
れました。

戦後の電力供給を担ってきた会社

太平洋戦争直後、日本を統治した
GHQの指示で、1社で日本全体の電力
の発送電を行っていた日本発送電が解

体されました。その際、日本発送電は
9つの地域電力会社に分割されました。
分割された当時の地域電力会社は、戦
後間もなかったこともあり、資本的に
も貧弱で、電力の供給が充分ではあり
ませんでした。日本国中でよく停電が
ありました。そのために国の特殊会社
として1952年9月に電源開発㈱が設立
されました。電源開発㈱は、国のエネ
ルギー政策の下、大規模な水力や火力
などの発電所を設置し、各電力会社に
電力を供給し続けてきました。
現在は、火力発電所12カ所、水力

発電所60カ所を保有し、地熱発電所
も東北地方に1カ所設け、運転を続け
ています。風力発電所は北海道から九
州まで20カ所、その他にコジェネの発
電所も持っています。また、海外の電
力供給のために水力、石炭火力、コジェ
ネなどの発電所の建設や、電力供給に
関するコンサルタント業務を実施して
います。
その後、9つの電力会社は、電力需
要に合わせた発電所の建設を自力で
対応できるようになりました。エネル
ギー資源に乏しいわが国の、経済発
展に対応する電力供給を確実に行う
ため、国が戦後早くからエネルギー政
策、原子力政策を策定しましたが、そ
の国のエネルギー政策の実現のため各
電力会社は、積極的に原子力発電所の
建設、運転を行いました。電源開発で
も原子力発電所の建設、運転を行うべ
く、従前からその準備を行なってきま
したが、ようやく初めての原子力発電

大間原子力発電所の工事進捗率は6年前から37.6％
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所の建設が軌道に乗って大間原子力発
電所の建設を手がけました。しかし、
2011年3月に生じた東北地方太平洋沖
地震の大津波による福島第一の大事故
により、主要な設備の建設が止まった
ままとなりました。

自然の防潮堤に囲まれた大間

大間原子力発電所のサイトは、南北
方向に約1.3㎞、東西方向に約1.1㎞
で、130万㎡の敷地です。PR館の位
置が標高で約40m、そこから緩やかに
海に向かって下るような地形です。そ
の斜面を段々畑のように掘削、造成し、
各施設を建設しています。発電所の主
要施設である原子炉建屋、タービン建
屋は、海抜12mの敷地に配置されてい

ます。原子炉で作られた蒸気は、隣の
タービン建屋で電気となり、その電気
を50万ボルトに昇圧し、約60km先の
東通村の東北電力㈱の送電網に送られ
ます。
大間原子力発電所の建設は、2008年

5月に着工し、当初の計画では2014年
11月には運転開始している予定でし
た。工事自体は運転開始の1年ほど
前に終了し、総合試運転に入るため、
2013年の秋には終了していたことにな
ります。建設工事の流れとしては、岩
盤を露出させる地盤工事から始まり、
出てきた岩盤の上に主要設備を据え付
ける建屋を建築します。2008年に着
工してから順風満帆に工事は進みまし
た。その最中に3.11を迎えました。

大間原子力発電所の敷地は、津波に
対して非常に有利な場所にあります。
太平洋側から津波が来た場合、下北半
島の「斧」の柄の突端に位置する尻屋
崎や、北海道の南東部の亀田半島が自
然の防波堤となり、津波のエネルギー
が削がれ、到達し難いという地点にあ
ります。実際に3.11の時には下北半島
東部に約10mの津波が押し寄せました
が、大間では90cmで、地震による影
響もありませんでした。
日本海側から津波が来た場合でも、
津軽半島の竜飛岬と北海道南西部の松
前半島がやはり防波堤となり、津軽海
峡には津波のエネルギーが入り難いと
いう、地形的に良好な場所です。
大間発電所では、原子力規制委員
会の新基準に則った基準津波を独自に
算定しましたが、それは6.3mでした。
青森県が指定している地域防災の観点
からの大間町の津波高さでも3.6mで
すので、非常に津波に対しては有利な
土地ということです。
そのようなわけで、3.11での地震や
津波の影響は殆どありませんでした。
しかし当時、この地域一体の東北電力
の変電所が影響を受け、広域な停電
が起きました。突然電気プラグがコン
セントから抜かれたような状況とな
り、工事が止まってしまいました。ガ
ソリンの入手も難しくなりました。そ
の時には大間発電所の工事現場には
1,700人の作業員が働いていたのです
が、通勤や重機の運転、資材の運搬も
不可能になり、工事ができなくなりま津波の影響を受けにくい大間発電所
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した。さらに、ここで働いていた日立、
東芝、ゼネコンの鹿島、清水などの会
社の従業員が福島第一の支援に行って
しまいました。電気はまもなく復旧し
たのですが、大間の工事現場は大口の
電気需要家ですので、当時は輪番停電
を余儀なくされ、工事再開はできず、
休止せざるを得ませんでした。

とにかく工事はストップ、動けない

3.11直後の2011年3月末からは、当
時の規制当局であった経済産業省資
源エネルギー庁の原子力安全･保安院
（2012年9月に廃止、環境省・原子力
規制委員会に移管）より緊急安全強化
対策として防潮堤など種々の指示があ
りました。それらの指示を踏まえて、
電源開発ではどのような設計変更を施
したらよいかが検討されました。
また3.11当時、民主党政権（2009年
9月16日 ～2012年12月26日 ） は、
2010年のエネルギー基本計画におい
て、地球温暖化防止のために2030年
には原子力発電所の割合を50％にまで
高め、そのために14基の原発の新増
設を行うとしていました。しかし福島
第一原発事故以降、同年9月には「革
新的エネルギー・環境戦略」として、
「原発の新設･増設は行わない」と翻意
した新しいエネルギー政策を決めまし
た。その際、建設中の大間発電所がそ
の新政策での新規原発にあたるのか、
既設にあたるのか、との議論が真面目
になされ、結局、最終的には2012年9月
に、建設中の原子力発電所は新規に当

たらず、既設として扱うとなり、大間
は建設計画存続となりました。その結
論を受けて大間は、さっそく翌月10月
に工事を再開しました。
当時はまだ新規制基準の骨格、骨子

は出ていませんでしたが、五月雨式に
出された指示などがまとめられて新し
い基準になることが分かっていました
ので、新基準が対応されると思われる
部分以外の範囲の工事が進められまし
た。2013年7月に新基準が施行されま
したので、それに則り2014年12月に
電源開発㈱が新規制基準に沿った「原
子炉設置変更許可申請」を行い、現在
も審査中となっています。
勿論、2012年10月からは新基準に
触れない部分について工事が進められ

たと書きましたが、その工事を再開し
た時には作業員は1,000人ほどでした。
しかし、工事可能な範囲は限られてお
り、その工事が進むにつれ、それに合
わせて工事従事者数は700人になり、
500人とだんだん減り、2016年末では
300人です。新しい基準に触れない場
所の工事は、全て終了してしまいまし
た。もちろん新規制基準に係わる工事
はできませんので、機器のメンテナン
スとか、一部土地の造成工事などが行
われています。

活断層は地上からも判断できる？

2014年12月の設置変更許可申請の
後、大間発電所に関してはこれまでに
原子力規制委員会より10回審査会合

37.6%の進捗率で止まったままの建設状況を丁寧に説明して下さった所長代理の金谷浩志氏



CNFC レポート2

8 Plutonium  No.85    Spring  2017

が行われました。それまでの審査で重
要課題についてはそれら審査会合で一
通りの説明が行われ、10回目の11月
11日の審査会合では、以前の審査会合
の時に出された宿題に対しての回答が
行われました。
今、大間原子力発電所の建設所で
抱えている課題は、耐震に関し、規制
当局から下北半島西部の隆起メカニズ
ム、土地の生い立ちを説明しなさい、
というものです。この課題の発端は、
ある大学の変動地形学の教授が、大間
サイトには地形からして活断層がある
と判断したことからです。電源開発は、
地中、海下の探査によるデータを基
に、大間サイト周辺には活断層はない
と審査会合でも説明していました。し
かし、もしここに活断層が無いとする
ならば、この地形はどのようにできた
のか説明しなさい、ということが宿題
となりました。
11月11日の審査会合の内容は、新

聞にも出ていましたが、サイト以外に
広範囲にボーリングするなど再調査を
することとなり、「一から調査を始め
ている」と担当者が話されました。こ
の調査には時間がかかります。「私の
見立てが間違っていると言うのなら、
その証拠を見せなさい」と言われたこ
とへの対応には、規制する側と規制さ
れる側の力関係が如実に出ています。

原子力規制委員会の審査はもっと
早くなる??

この様な状況からして、大間原子力
発電所の運転開始が何時になるのか
は不明です。しかしながら、運転開始
時期は地元にとっても大きな関心事項
で、早期の工事再開を周辺町村からも
要望されています。そのため、地元の
方々には、ある程度の想定の下でその
時期を説明しているということです。
運転再開した幾つかの原子力発電

所があり、それらの審査期間が申請
から長くて3年半、短くて1年1ヶ月
程かかっています。規制当局の審査
の手際はもっと良くなる、審査期間
はさらに短くなると期待できますが、
今まで許可された発電所は全て大間
とは異なる加圧水型原子炉（PWR）
ですから、BWRはさらに遅れると考
えられます。
そのため大間の審査期間は4年かか

るとして、2014年12月の「設置変更
許可申請」から4年後の2018年末ぐ
らいに許可が出ることを想定していま
す。その後の工事が5年間近くかかる
ようで、さらに試運転が1年間要し、
2020年以後には営業運転開始となる
計算です。でも正確な運転開始時期は
未定です。
当然、規制当局からすれば、建設中
の原子力発電所よりも運転停止中の発
電所の運転再開の審査を優先させるの
は明白です。「それでも大間建設所と
しては、精一杯、規制当局の審査の円

滑化に取り組んでいます」と担当者が
その意気込みを話されました。

工事が停止中も装置･機器の
メンテナンスは不可欠

原子炉建屋は地下3階、地上4階で
す。現在は1階の、グランドレベルの工
事が進んでいます。タービン建屋には、
高圧タービン1機、低圧タービン3機、
発電機が既に据え付けられています。
原子力発電所の建設は、基礎を造り、

地下3階のフロア、壁を造り、中に入
れるポンプ、モータ、熱交換機、タン
クなど全て大型装置を据え付けます。
その後にその上に地下3階の天井とな
る地下2階のフロア、地下2階の壁を
造って、地下2階用の大型装置を据え
付けるわけで、フロアの建設と機器の
運び込みの繰り返しを順次に実施しま
す。普通のマンションの様に、壁や床
など全体を造ってから全ての設備を運
び込むのではありません。現在、1階
まで建屋が建ち上がっていますので、
すでに地下3階、地下2階に入るべき
大型の装置、機器はすでに据え付けら
れているという状況です。
据え付けられた装置、機器について

はそのままにしておくのではなく、そ
れらの保守、すなわち性能の維持、劣
化を防ぐための対応など、品質維持の
ために平素より手を加え続ける必要が
あります。さらには、3.11前に工事や
据え付けが行われた部分については、
新しい基準を適応しなくてはならない
部分があれば、例えば配管の支持構造
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の強化などの検討をし、必要に応じて
追加工事を行うことになります。

お金がかかるが安全が一番

大間は風が強い地域です。そのため
に原子炉建屋の周りに一回り大きな建
設用のドームを設け、これで風と雪を
遮蔽しています。大間特有の気候に合
わせた、なかなか丁寧な工事です。風
が強いため、地元では「晴れていても
雨が降る」と言われているようで、こ
の全天候型ドームの中で作業していま
す。勿論、ドームの屋根は大型装置を
吊り下げるために開閉ができます。
ここの大型装置を吊り上げる回転式
のクレーンは、1,000トンの重量物を
吊り上げることができます。大間の建
設所を訪問すると、最も目立つ設備で、
その大きさは圧巻です。このクレーン
は北海道電力の泊原子力発電所3号機
の工事で初めて使われ、大間が2度目
の現場です。このクレーンのレンタル
料金もかなり高価であろうと思われま
すが、さらに工事が先送りされると…、
想像が付きません。
大間では、2016年の4月から運転
訓練シミュレータで運転員の訓練を始
めています。大間原子力発電所は電源
開発㈱にとって初めての発電所で、本
当に運転できるのとよく聞かれるそう
です。電源開発の社員は、今までに
ABWRを運転している東京電力、最
近では主に中部電力に出向させ、訓練
や実際の原子力発電所の運転を一緒に
行ってきました。また以前は、政府の

研究機関の日本原子力研究開発機構の
前身、動力炉・核燃料開発事業団の当
時からATRで運転技術を身につけて
いたそうです。

地元の方々には、今までのその様な
経験を、運転訓練シミュレータでの訓
練の姿を通して見ていただき、安心し
て戴くことも運転訓練所の目的の一つ

全天候型のドームに覆われた建屋

右中程の乗用車と比べると、クレーンの大きさが分かる
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になっています。また、地元では福島
第一の事故後、電源開発が原子力を
あきらめて撤退するのではないのかと
の悲観論があるそうで、この訓練セン
ターを通して不退転の姿勢を見てもら
うことも大切にしています。

青森県がいち早く対応

安全強化対策に戻りますが、新規制
基準の対応としては、他の電力会社と
ほぼ同じです。大間の特徴としては、
ここは海抜12mのレベルに原子炉など
主要装置があり、今までの基準津波が
6.3mでしたから、防潮堤などの対策
を施さなくても十分な津波対策となっ
ていました。3.11以降、大間では、12m
の敷地にさらに3mの防潮壁を自主的
に施しています。3.11事故以来、津波
への対応は、地域の地形に関係なく、
一律に「15mの高さの津波」が不文律
のようになっているようです。そのた
め大間でも、15mの津波は来ないこと
はわかっていても、3.11以降、サイト
によって防潮堤を造らなくても済むよ
うな選択肢は殆ど無かったようで、3m
の防潮堤を造ることとなりました。
青森県では、東日本大震災の3ヶ月

後の6月7日に、早々と「原子力安全
対策検証委員会」を県独自に設置し、
同年11月10日には報告書を発表しま
した。設置後、同検証委員会では、青
森県内の原子力事業者の各施設の安全
強化度のチェックを行いました。青森
県内の原子力事業者は5社、東北電力、
東京電力、日本原燃、RFS（リサイク

ル燃料貯蔵）、そして電源開発です。
これら5社は、同検証委員会でそれぞ
れに安全強化対策について説明し、検
証を受けました。まだ新基準ができて
いない時でしたが、その結果、それぞ
れの事業者が提示した強化対策が委員
会で受け入れられました。
2011年11月10日の同検証委員会の
報告書の大間原子力発電所の検証部分
を抜粋すれば、以下の通りです。

○ 大間原子力発電所は、安全性を向
上させた最新設計の施設であるこ
とや、津波の影響が相対的に低い
中で、国の緊急安全対策等に準じ
た対策等が計画されていること。
○ 事故の発生防止（防潮堤設置等）、
影響の緩和（水密扉設置等）、機
能の回復（海水ポンプモータ予備
品確保等）といった側面から、必
要な対策が講じられており、施設
全体として多重防護性が確保され
ていること。
○ 大間原子力発電所については、現
在建設中であることから、事業者
は現在実施中の安全強化対策に係
る設計の一部変更又は追加を計画
していること及びそれらの実施に
あたっては、メリット、デメリッ
トを考慮していた上で、最適な設
計を行うこととしているなど、施
設の安全性向上の取り組み姿勢が
みられること。（中略）

なお、本委員会としては、今回の緊

急安全対策を実施するにあたり国が
指示した東京電力㈱福島第一原子力
発電所と同程度の津波を前提として、
津波による浸水を想定した対策が効
果的に機能することを確認したとこ
ろである。
非常に素早い青森県の対応でした。

その時に検証委員会に提案し、受け入
れられた安全強化対策がそれぞれの施
設で実施され、今日に至っています。
大間の建設所としては、当時、国から
の安全対策についての指示はなく、宙
ぶらりんの状態でしたが、「県がいち
早く各事業者の強化対策を評価し、受
け入れてくれたことが大変ありがた
かったし、勇気を貰いました」と説明
者が強調されました。

屋上屋を重ねず合理的な判断を

当然ながら、今後の国の規制当局の
安全審査結果がどの様になるかは判り
ませんが、審査は「科学的に行われて
いる」のでしょうから、無茶苦茶な精
神論的な結論にはならないと思われま
す。ただ、サイトによっては古文書の
記録にも、地元の言い伝えにも無い竜
巻にまで、その対応を求める指示があ
ることは確かです。
事業者も、国の安全審査のために自

ら屋上屋を重ね、無駄な対策を図るこ
とは避けなくてはなりません。例えば、
人力では重すぎる水密扉を設けるなど
はその例です。バランスのよい対応を、
安全審査対応と合わせて実施すること
が望まれます。一番大切なのは、従事
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者が緊急時にいち早く、スムーズに無
駄なく対応できるよう、運転員、作業
員が作業しやすい緊急設備の環境を、

事業者自らが判断して再構築する必要
があります。そのためには、原子力事
業者間で、安全対応の実施者に必要な

ノウハウの蓄積と情報交換のための恒
久的な実質的なシステムの構築も考え
られます。

いんふぉ くりっぷ

2016年7月27日の第24回原子力委員
会定例会議において、2015年12月末の
わが国のプルトニウム保有量が報告さ
れ、発表されました。

（　）内数値は2014年12月末の値
（単位：kgPu）

１. 国内に保管中の分離プルトニウム量
○再処理施設

JAEA 日本原燃㈱

硝酸プルトニウムなど
［溶解後、貯蔵容器に
貯蔵される前までのプ
ルトニウム］

266
（577）

285
（284）

酸化プルトニウム［酸
化プルトニウムとして
貯蔵容器に貯蔵されて
いるもの］

246
（131）

3,329
（3,329）

合　　計 512
（709）

3,614
（3,613）

（JAEA：日本原子力研究開発機構）

○JAEAプルトニウム燃料加工施設
酸化プルトニウム［酸化プルトニウ
ム貯蔵容器に貯蔵されているもの］

2,150
（1,974）

試験及び加工段階にあるプルトニ
ウム

999
（983）

新燃料製品［燃料体の完成品とし
て保管されているもの］

446
（446）

合　　計 3,596
（3,404）

○原子炉など

常陽＜高速増殖実験炉＞ 134
（134）

もんじゅ＜高速増殖原型炉＞ 31
（31）

実用発電炉 2,501
（2,501）

研究開発＜臨界実験装置など＞ 444
（444）

合　　計 3,109
（3,109）

上記合計 10,832
（10,835）

２. 海外に保管中の分離プルトニウム量
－ 基本的に海外でMOX燃料に加工
してわが国の軽水炉で利用予定－

（　）内数値は2014年12月末の値
（単位：kgPuf；核分裂性プルトニウム量）

英国での回収分 14,032（13,939）

仏国での回収分 10,542（10,572）

合　　計 24,574（24,511）

３. 分離プルトニウムの使用状況
（2015年分） （単位：kgPu）

○酸化プルトニウム回収量
JAEA再処理施設 308（86）

日本原燃㈱再処理施設 0（0）

合　　計 308（86）

○燃料加工工程での使用量

もんじゅ・常陽等 0
（0）

○原子炉施設装荷量

原子炉施設 0
（0）

国際原子力機関（IAEA）により公表
されている各国のプルトニウム保有量
は以下の通りです。
－ 対象：民生用プルトニウム、不要
となった軍事用プルトニウム－

（2014年末現在）
（単位：トンPu）

使用前
プルトニウム

使用済燃料中の
プルトニウム

米国 49.0 637

ロシア 6.8 146.5

英国 126.3 30

仏国 78.8 275.6

中国 （25.4kg） （報告対象外）*1

日本 10.8 161

ドイツ 2.1 113

ベルギー 0.9 40

スイス （50kg未満） 18

注１）上記はそれぞれ自国内にある量。
*1： 中国は、使用前プルトニウム量についてのみ公
表する旨表明。

わが国のプルトニウム管理状況
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建設中の3号機審査申請は
2号機の運転再開後

中国電力㈱の島根原子力発電所は、
島根県の松江市にあり、全国で唯一、
県庁在地に立地しています。従来、防
災の範囲は10km圏内となっており、
松江市だけが対象で安全協定は松江市
と結んでいました。福島第一事故以来、
全ての原子力発電所で防災の範囲が
30km圏内に拡大され、その圏内の自
治体に対して原子力防災を重点的に行

うことになりました。このため島根発
電所の場合は、島根県と鳥取県の2県
6市（島根県の松江市・出雲市・安来市・
雲南市、鳥取県の米子市・境港市）に
拡張されました。
福島第一の事故後、島根1号機（46万

kW）、2号機（82万kW）の運転が停
止され、建設中であった島根3号機
（137万3,000kW：ABWR）も工事が
中断されました。その後中国電力では、
2013年12月に島根2号機について新
規制基準適合性に関する審査申請を原

子力規制委員会に行い、島根1号機は
2015年3月に廃炉を決定しました。建
設中の島根3号機の新規制基準適合性
に関する審査申請は、まず島根2号機
の適合審査を優先する観点から、島根
2号機の運転再開後に申請することと
し、その準備が進められています。

1、2号機とも順調な運転を
続けてきた

今回廃炉を決めた島根1号機は、
1974年3月に運転を開始し、2015年
4月まで41年間運転されました。わが
国の沸騰水型原子炉（BWR）としては、
3番目に運転開始した原子力発電所で、
国産化を達成した第1号プラントです。
島根1号機は、41年間にわたり良好な
運転を行い、燃料の破損がなかったこ
となど、世界でもトップレベルの運転
を達成しています。
2号機については、1989年2月に営
業運転を開始し、2012年1月より定期
検査による停止が行われ、今でもその
停止が続いています。それは国の新規
制基準適合性の確認のためで、その適
合性に関する確認申請を2013年12月
25日に行っています。取材をした
2016年11月までには81回の審査会合
が開かれていますが、3年経ってもま
だ審査は終了していません。今後の審
査の見通しはまだ判らないようです。

温暖化防止のために早く原子力発電所の稼働を
中国電力では先ず2号機の運転再開を目指す

手前右が1号機、左が2号機、奥が建設中の3号機（中国電力提供）
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さて、93.6％の段階で建設が中断さ
れた島根3号機ですが、わが国で最も
大きな出力の改良型の沸騰水型原子
炉（ABWR）の一つです。すでにこの
ABWRは、東京電力の柏崎刈羽6、7号
機、北陸電力の志賀の2号機、中部電
力の浜岡5号機の4基が運転されてお
り、建設中は既に書きましたように、
ここの島根3号機と電源開発の大間発
電所、そして敷地造成中の東京電力の
東通発電所の3基です。島根3号機は、
既に機器の据え付けが終わっておりま
した。発電所に運ばれてきた新燃料も
到着し、検査も終わり、乾式、即ち空
気中で貯蔵しており、新燃料を実際に
装荷する前の段階で東日本大震災が起
き、中断されました。
中国電力の原子力発電所は、山口県
の瀬戸内海側の上関町にも候補地はあ
りますが、現在、運転中あるいは建設
中の原子力発電所は、島根原子力発電
所だけです。福島第一事故前の2009年
には、島根1、2号機が運転中で、中
国電力での全電力供給に占める原子力
発電の割合は15%で、全国平均の29%
に比べ約半分です。その分は石炭火力
で補っており、逆に、石炭火力は中国
電力に占める割合が51%と、全国平均
の25%の2倍になっています。因みに、
中国電力の2009年時点のガス火力、石
油火力を含めた火力発電の割合は78％
で、全国平均は62％、同社の水力発電
は6％、新エネ発電は1％、全国平均が
それぞれ7％、5％でした。当然ながら、
原子力発電の割合が低い分、火力発電
に頼らざるを得なかったわけです。

火力発電に頼らない電源構成を
志向

福島第一事故後の2015年の電力供
給割合は、中国電力では、当然原子力
はゼロ、火力は89％、水力7％、新エ
ネ5％で、全国平均でも、火力が85％、
水力10％、新エネ5％でした。日本全
国で、原子力発電を止めたために、安
定した電力の供給には火力発電を大幅
に増やさざるを得なかったわけです。
環境問題からすれば、決して良好とは
思えない停止させていた火力発電所を
も再稼働するなど、地球温暖化対策に
はとりあえず目を瞑った措置が、殆ど
の電力会社で執られたわけです。中国
電力の場合にも同様でした。

原子力発電所の運転停止は、温暖化
ガスの排出の増加ばかりではなく、化
石燃料の輸入増加によるわが国の貿
易収支の悪化や外貨準備高の減少を
招きました。中国電力の場合、石炭火
力の割合が多いのですが、比較的単価
の低い石炭を採用していたため、結果
として電気料金の値上げもせず、応急
措置の火力を増やし、電力供給を続け
ることができました。しかし火力発電
所は、他社と同様に中国電力でも、使
い古した効率の悪いプラントもあり、
いつ壊れてもおかしくないものもある
ようです。
早急に島根2号機の新規制基準適合
性の確認がなされ、再稼働し、それに
続く建設中の3号機の規制当局の審査

「1、2号機の運転停止で、火力発電を動かさざるを得なかった」と、広報部長の桒谷正雄氏
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を受けて、運転できるようになること
を中国電力としては願っており、なる
べく火力発電に頼らない発電設備の改
善を図るべく努力がなされています。
そのため中国電力では、山口県の上関
町に建設準備中の上関原子力発電所を
加え、さらに再生エネルギーの積極的
な導入を行い、中国地域の安定したバ
ランスの良い電力供給設備の構築、地
球温暖化ガスの削減を図るための努力
が続けられています。

性能が良くても経営上1号機は
停止措置

島根1号機は、1974年3月から41年
間運転され、今回廃止することとなっ
たと前記しましたが、原子炉の廃止期
限について、最近「40年」という数字
が頻繁に言われています。また「40年」
を「60年」に延長するという議論もあ
り、国会でも「40年」という数字が出
てきます。原子力発電所の「耐用年数
が40年」と勘違いしている方もおら
れますが、原子力発電所の運転期間は
40年に限定されているわけではありま
せん。
原子力発電所や火力発電所など、身

近なものでは自動車もそうですが、定
期的に点検をして、装置、機器、部品
の性能の確認、修理を行い、その際に
設備、装置を必要に応じて更新します。
原子力発電所の場合には、建屋や原子
炉、主要な配管など以外は計画的に交
換されます。それを自動車に例えれば、
車体、エンジン、フレームは替えない
までも、それ以外の設備や部品などは、

定期検査の度毎に順次交換するような
ものです。
そういう意味で原子力発電所は、発
電所の外観は変わらないまでも、中
身はしっかりリプレイスされていて、
「40年たったからもうだめです」とい
うプラントではありません。外観は
40年前のクラッシックカーでも、中
身は常に新車の設備ということです。
もっとも、原子力発電所の場合には、
外観が自動車のように大幅にモデル
チェンジすることはなく、面白さはな
いのですが。
島根1号機の場合には、結果的に規
制当局の新規制基準が制定され、その
対応に長期間と莫大な経費がかかるこ
とが予想されることと、1号機の電気
出力が小さいために、その費用対効果
を考えると、中国電力では経営的な面
から1号機を廃止措置にしたと思われ
ます。
当然、同社の発電所で働いている
方々の本音は、1号機はまだ働ける発
電所で、もっとしっかり働いてほしい
という思いであったでしょう。1号機
は、40年間にわたり手塩に掛けて育
ててきた我が子とでも言えるのでしょ
う。技術的な確信と経営的な判断との
狭間で残念がってもしょうがないので
すが。
そのような発電所の経過年数問題に
ついても、発電所の技術者や電力会社
の関係者はお互いに判りきったことで
すが、一般の方々に丁寧な情報発信が
あまりなされていないのではないかと
思われます。情報が最も集中している

はずの国会関係者でさえ、実情が分か
らずに、関連する質問に時間を費やし
ている状況です。

137.3万kWの3号機は
温暖化防止に威力

建設中の島根原子力発電所3号機が
運転を開始すれば、炭酸ガス（CO2）
の排出の低減効果は、年間で500万
トン相当と試算されています。中国電
力の2015年のCO2排出量の10～15％
に相当するもので、3号機が運転する
ことの温暖化防止効果の意義は大き
なものです。2号機と3号機両方では
900万トンとの試算です。
中国電力では石炭火力が多いのです
が、新しい技術開発により、石炭を利
用しても環境に優しい低炭素排出の発
電所を順次導入しています。低炭素化
の新鋭火力と原子力発電も含めて、電
力設備としてバランスのとれた構成を
図る計画です。やはり同社の火力発電
所の中には、40年、50年前の燃料効
率の悪い発電所もまだあり、それに替
わる発電所として石炭の新鋭火力に交
替させる計画です。それは100万kW

の新鋭火力で、CO2排出量の低減と共
に、経営にも貢献できる狙いです。
石炭を利用するメリットは、コスト

が安いことです。中国電力では、石炭
で新しい技術の開発をし、高効率を目
指し、かつ低炭素、CO2の削減を目指
しています。そういう技術を確立し、
世界に広げていくことができれば、石
炭火力を利用している国々にとっては
温暖化防止に役立つと思います。
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安全対策は当然ながら運転再開
までの期間にも費用が膨大

新規制基準に則って、建設中の3号
機はこれから審査申請を行うことに
なりますが、そのための3号機の設計
変更は特にないようです。他の電力会
社と同様に、代替注水系の確保、火災
防護対策、内部の防水、排水対策、フィ
ルタベント設備などなどは当然当初
から加えられている設備で、すでに
新しい国の規制基準に対応している
ものだからです。ただ、今審査を受
けている2号機の審査状況などを踏ま
え、さらに対応を図らなくてはなら
ない箇所があれば、即対応すること
になるでしょう。
3号機の内部構造に設計上で変更す
るところはなくても、外側、例えば
防潮堤を高くする、海抜の高いとこ
ろに緊急用装置を配置するなどの対
応は、2号機での内部設備や外部設備
の対応と合わせて、3号機でも外部設
備の対応を行わなくてはなりません。
それらの費用は、2号機と3号機合計
で、4,000億円を超えるレベルという
ことです。もう一つ原子力発電所が建
つ金額です。しかも1号機が廃止され、
2号機の運転開始が5年以上も延びて
いますから、その分火力発電所が対応
せざるを得ず、延びれば延びるほど原
子力発電所の諸費用がかかると共に、
火力発電所の燃料費など費用も膨大
になります。

地震、津波、そして竜巻までも

地震に対する備えについては、考え
られる最大地震においても余裕を持っ
た設備とするための対応が必要です。
そのためにはまず、敷地内の地下構造、
即ち活断層や破砕帯などの地質調査を
行い、それらは存在しないとのことで
す。断層についての調査は、今までに
規制当局による新たな現地調査が2回
実施され、問題なかったとの結論だっ
たようです。
地震の対応を行うにも、規制当局が
この地点の地震動の基準値振動を決
めてもらわないと発電所側の対策が
図れません。発電所側で勝手に基準値
を決めて対策を取るわけにはいきま
せん。できるだけ早く基準値振動を決

めていただくことが規制する側の責
任であり、速やかな対応が必要です。
地震に伴う津波対策も同様です。ま

だ津波に対する審査は終了していま
せん。東日本大震災後の2012年に鳥
取県が想定した「日本海東縁部での
地震」に伴う津波の高さは、最大9.5m
でした。その想定水位を基に、同地震
での1、2号機での敷地前面海域の最
高水位は6.3m、3号機の敷地前面海
域は9.2mと想定されました。3号機
の方が津波が高いとの評価です。海底
の構造や敷地の海に面する方向にも
依るようです。その最高水位に対し
て、島根発電所では、海抜15m、全
長1,500mの防波壁を設けました。3号
機の敷地は海抜8.5mですが、さらに
十分な余裕となります。津波による

既にスタンバイしているタービン発電機
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海水が敷地内に入らないようにする
対策です。
竜巻対策についても種々の対応が

図られています。島根発電所辺りには
過去に竜巻はさほど起きていないので
すが、今回、風速100m/sの竜巻を想
定した対策を立てたとのことです。米
国内での竜巻の強さを表す「改良藤
田スケール」によれば、90m/s以上が
最大階級「EF5」で、その想定される

被害状況として、「自
動車サイズの物体がミ
サイルのように上空を
100メートル以上飛び
･･･」（ウィキペディア）
としています。原子力
発電所では、竜巻対策
として発電所内の自動
車への対応も万全を期
します。
もともと原子力発

電所では、核物質防
護の観点から、車の
出入りを制限していま
す。島根発電所での通
勤には構外に駐車場を
確保し、そこから従業
員用をバスで運んでい
ます。さらに荷物や工
事用の車など発電所の
構内に入る車をも制御
しています。今回、竜
巻対策として、車が竜
巻に巻き込まれ、飛ば
され、アクセスルート
を塞ぐことのないよう

に、構外に立体駐車場も建て、乗用
車などを収容しています。竜巻対策
は自動車だけではないのですが、最
高レベルの竜巻対策を立てていると
いうことです。

貯水槽には浄水設備を設け、
緊急用発電機も既に新基準に対応

構内には、緊急時の原子炉の冷却用
水として貯水槽が設けられています。

もともと貯水槽は設けられていまし
たが、国の新規制基準では耐震性や火
山対策も盛り込まれました。火山灰が
降っても冷却水として利用できるよ
うに浄水装置を取り付けられました。
貯水槽は2カ所、敷地の東側と西側に
あります。西側の貯水槽だけは蓋を
かぶせています。ここで1万トンの水
が貯水できます。新規制基準への対
応上、2号機の冷却だけであれば、西
側の貯水槽だけで十分で1週間冷却水
が確保されます。東側は蓋をかぶせ
ていませんが同様です。両貯水槽と
も耐震性に関しては十分な配慮がな
されています。
緊急時の電源確保は、事故を回避す

るための最重要要件です。原子炉が緊
急停止した場合には、外部電源からの
電力の供給が重要で、福島第一事故
の教訓から外部電源供給の多重化も行
われています。さらに、所内に緊急用
の大容量発電機を設置しています。屋
内据え付け型のガスタービン発電機で
す。もともと中国電力では、大容量の
ガスタービン発電機を搭載した高圧発
電機車を、緊急用として国の規制当局
に申請していました。しかしながら、
新規制基準の対応を先行している原子
力発電所の実績などを踏まえ、中国電
力としても2015年に自主対策として、
屋内据え付け型のガスタービン発電機
を主装置とし、ガスタービン発電機車
は補助として供えることとしました。
ガスタービン発電機は6,000kVA、
約5,000kWです。2号機用と3号機用
と、それらの予備で3台のガスタービン

機器の保管にはビニールシートが掛けられ、十二分の注意
が図られている
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発電機が設置されます。2号機用と予
備用の発電機は2016年9月には設置さ
れ、3号機については2017年度中に設
置されることになっています。規制当
局への審査申請の前にすでに新規制基
準に準拠した対策を先行して取ってい
るわけです。

BWRはまだ
1基も合格していない

原子力規制委員会の新規制基準の審
査のスピードについては、国会関係者
の間でも遅すぎるとの意見の方々が多
くなっています。福島第一事故や、福
島第二での緊急対処などの経験から、
既に各原子力発電所が新規制基準に先
行して種々の対策を取り、規制当局の
審査を受けています。
今までに原子力規制委員会に新規制
基準適合性に係わる審査を提出した原
子力発電所は、16箇所26基（申請は
2013年7月8日から2015年11月5日）
あります。その内、2017年2月27日ま
でにその安全審査で審査書案が了承、
すなわち審査が合格した原子力発電所
は6箇所12基です。それら全てが加圧
水型原子力発電所（PWR）です。沸
騰水型原子力発電所（BWR）の許可
は1基もありません。BWRの許可が
遅くなっている理由は不明で、何ら説
明はありません。
規制当局の審査期間は、それぞれの

発電所の状況に依り異なることは確か
です。既に許可を受けた高浜原子力発
電所3、4号機（審査期間1年5ヶ月）
の後、同発電所の1、2号機が申請か

ら11ヶ月で許可されたのは別として、
審査期間は3年7ヶ月から1年1ヶ月と
まちまちです。PWRでまだ許可され
ていない発電所は、泊1～3号機（申
請2017年7月8日）と敦賀2号機（同
2015年11月5日）の4基だけです。
福島第一と同じBWRの審査申請済

み発電所は8箇所10基で、申請から

2017年2月までに3年5ヶ月から1年
8ヶ月が経ています。審査に炉型によ
る慣れ、不慣れがあるのかもしれま
せんが、世界中の原子力発電所保有国
が注視しているのは、やはりBWRの
審査合格です。

原子炉格納容器入口。分厚い壁の様子が分かる。
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はじめに

日本は原子力平和利用を始めた当
初より、資源が乏しいことによるエネ
ルギーの安定確保と原子力エネルギー
の持続性の観点から、使用済み燃料
の再処理により回収されたプルトニウ
ム（Pu）の平和利用を基本とする核
燃料サイクル政策を堅持してきた。福
島第一原子力発電所事故及びその影響
から、日本の原子力平和利用は大変厳
しい状況にあるが、日本は責任あるグ
ローバルプレイヤーとして高速増殖炉
「もんじゅ」の問題と共に、これまで
の政策をどのように推進するかが重要
な課題となっている。
そのような中で、2018年7月には現
行の日米原子力協力協定（有効期限
30年）の期限を迎える。同協定では
包括同意方式により日本の広範なPu

平和利用を認められたが、今後も現行
の日米原子力協力協定を安定的に継続
するために、国内外への説得力のある
核燃料サイクル政策を進める必要があ
る。同時に最近の核テロやサイバーテ
ロ、北朝鮮の核問題などの国際動向か
ら、日本は原子力安全と共に核セキュ
リティ、核不拡散、保障措置への対応、

またこれらへの国際貢献への取組を積
極的に推進しなければならない。
本誌では日本の原子力平和利用の円
滑な推進を図るため、これまでの核不
拡散などを巡る日本の多大な努力や米
国との交渉などを概観しつつ、その中
で核物質管理学会（INMM：Institute 

of Nuclear Materials Management）
と日本支部の役割、具体的な活動や原
子力平和利用への貢献などについて記
述する。

核物質管理学会（INMM）とは

INMMは、1958年に核燃料サイクル
施設における核物質管理技術の適用、
監査、数学、統計、物理、化学、保障
措置などを含め、世界中の核物質管理
実務を進歩させるための科学的、教育
的な組織として設立された。当時の原
子力を巡る国際状況は、1953年の米
国アイゼンハワー大統領の国連総会演
説「平和のための原子力（Atoms for 

Peace）」により、1957年に国際原子力
機関（IAEA）が設立され、1958年に
はユーラトム条約が発効し、米・ユーラ
トム原子力協定が締結された。そして
日本では研究用原子炉JRR-1が臨界と
なり、日・米と日・英の原子力協力協

定（一般）が発効するなど、日本の原
子力平和利用にとって夜明けであった。

INMMは、米国に本部を置き、核物
質管理に携わる管理者、技術者、研究
者などで組織された専門家による国際
的な非営利団体で、国際保障措置、核
不拡散と核軍縮、核セキュリティ、核
物質輸送、放射性廃棄物管理など核物
質管理の分野における新しい概念、手
法、技術、機器などの研究開発を促進
している。学会員は、技術論文の発表、
技術部会、及び各種委員会などに参加
することにより、より効果的、効率的
な核物質管理を実践するための機会が
与えられる。
現在、INMMは、米国内の6つの支

部、日本支部、韓国支部、他17の国
際支部、米国を中心に24の学生支部
により活発な学会活動を行っている。
主たる学会活動としては、毎年7月に
米国で関連分野に関する研究発表と情
報交換の場として数日間年次大会が開
催され、800名前後の参加者の下に核
物質管理の分野における著名人による
講演、500件以上の研究発表が行われ
るほか、学会の各種技術部会の会合、
最新の核物質測定や関連機器などの企
業展示、学生のためのキャリアフェア、

日本の原子力平和利用の推進と
核物質管理
－核物質管理学（INMM）と
日本支部の貢献－

千 崎　雅 生
INMM日本支部会長
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表彰、学会員の資格認定などが行わ
れる。またこれ以外にも年間にわたっ
て関連分野の技術セミナー、シンポ
ジューム、ワークショップなどが多数
開催されている。

INMMの学会誌（Journal of Nuclear

Materials Management）が年4回発行
され、学会活動や核物質管理の最新情
報が掲載され、INMMのWeb（https://

www.inmm.org/Home.htm）には活動
に関連する色々な情報がアップされて
いる。INMMの活動は、世界の原子力
平和利用の推進に向けて核不拡散・保
障措置や核セキュリティの確保、軍縮な
どに多大な貢献を行っている。

日本支部の活動

INMM日本支部は、1977年7月に
初のINMMの国際支部として、（公益
財団法人）核物質管理センター初代専
務理事の川島芳郎氏が会長となり設立
された。それ以来、世界一の会員数（現
在約120名）を持つ支部として、米国
政府、米国の国立研究所、原子力産業
界、学界などからその活動が高く評価
されている。日本支部が設立された時
代は、日本が核不拡散条約（NPT）を
批准し、東海再処理施設の完成目前の
時期であった。
1976年10月、米国カーター大統領

は新たな核不拡散政策、即ち再処理、
濃縮の原則禁止を含む厳しい政策を実
施し、東海再処理施設の運転に待った
がかけた。その後日米再処理交渉、東
海再処理施設改良保障措置技術証プロ

グラム（TASTEX）、国際核燃料サイ
クル評価（INFCE）を行い、原子力
平和利用と核拡散防止は両立可能との
結論を経て、日米原子力協力協定の改
正交渉へと繋がっていく。
日本支部は、設立当初から核不拡散、
保障措置や核セキュリティなどの核物
質管理技術の開発、国際協力、人材
育成を目的として、IAEA、関係省庁、
研究開発機関、企業、学界他との連携
の下に活動を行い、日本の原子力平和
利用の推進に貢献してきた。特に核物
質管理センターは、当初から日本支部
の事務局活動に協力、支援をいただい
てきたが、この貢献のため1994年の
INMM年次大会で団体賞を受賞した。
現在日本支部は、原子力開発に関
係する10の国内組織から役員を選出
し、年4回の理事会を開催し、その運
営を行っている。日本支部にはワーク
ショップの立案、時報の編集、年次大
会企画を担当する企画委員会及び支
部年次大会の運営を担当するプログ
ラム委員会が組織されている。日本支
部の年次大会は毎年秋に開催し、国
内外の関係者の特別講演、30件以上
の研究発表、ポスター発表、優秀論文
表彰、日本支部年次総会などが行われ
る。この他日本支部ではタイムリーな
テーマを採りあげ、年数回研究会、公
開のワークショップや技術セミナーな
ど、またINMM本部と欧州保障措置
研究開発機構（ESARDA：European 

Safeguards Research & Development 

Association）という独自の保障措置

技術開発機構との合同のワークショッ
プが開催されている。日本支部の年次
大会で発表された論文や学会活動をま
とめた会報は、日本支部Web（www.

jnmcc.or.jp/inmm）の会員専用ページ
でアップされる。

日米原子力協力などにおける
INMMと日本支部の役割と貢献

INMMは、戦後の米ソ冷戦下で米国
が中心となって、世界の原子力平和利
用を推進するため、核物質管理全般に
わたる技術はもとより政策や制度面を
含めた学会活動組織の一つとして設立
された。日本支部は、INMMの活動に
積極的に参画し、原子力・核不拡散政
策や取組などに関する米国の情報収集
と共に、日本の原子力開発状況、核不
拡散、保障措置や核セキュリティ関す
る研究開発成果などの取組を積極的に
発信している。また、世界の関係者と
議論を深めることにより、日本の原子
平和利用に関して米国をはじめとする
国際社会の理解を得るよう努めてきた。
日本支部の活動として最近のトピッ
クスを以下に紹介する。

（1） 第50回INMM年次大会（2009年）
において、米国エネルギー省（DOE）
や国立研究所、IAEA、日本原子力研
究開発機構（原子力機構：JAEA）な
どの協力で、これまでの日米の保障措
置協力、六ヶ所原子燃料サイクル施設
における保障措置実施と技術開発に対
する日本の努力、先進保障措置技術開
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発におけるDOE-JAEAの協力に関す
る特別セッションを開催した。
その内容は、①日本における保障措
置確立に導いた国際協力のレビュー、
②効果的・効率的な保障措置に向けた
課題の特定、③将来の原子力システム
に対する先進保障措置など9件の依頼
発表と議論を行い、将来の保障措置も
米国などとの国際協力の基に進展させ
ることの重要性を確認した。

（2） 第53回INMM年次大会（2012年）
おいて、福島第一原子力発電所の事故
と核物質管理に焦点を当てた特別セッ
ションを開催した。日本支部として、
この機会に福島第一事故やその核物
質管理の状況を正しく理解して頂くた
めに、日本から世界に情報を発信して
いくことが日本の責務であるとの認識
に立ち、日・米・欧州とIAEAが参加
するセッションを開催した。特別セッ
ションの総括として、日本政府、東京
電力、原子力機構などの協力により、
核物質が厳格に管理されていることが
IAEAにより確認されていること、今
後については日本が取組む溶融燃料な
どの取出しに関連し、米国、欧州の関
係諸機関からスリーマイルアイランド
（TMI）やチェルノブイリの原子力発
電所事故に関する知見の提供、計量管
理・保障措置の実施などに関する支援
が再確認された。
近年INMM年次大会では、日本か

ら約15件～20件程度の成果発表があ
り、またセッション座長を積極的に務

め、20名以上の専門家や学生が参加し
ている。筆者も最近は毎年参加し、討
論会のパネリスト、セッション座長、
専門分野の発表、そしてセッションの
合間に開催される専門会合へ参加する
とともに、DOEや国立研究所などの
専門家との核不拡散、保障措置や核セ
キュリティ分野の取組や日米協力など
について意見交換している。
年次大会には北米はもとより欧州、

アジア、中近東、アフリカ、ロシアな
ど世界の専門家や学生が多数参加して
くるので、この機会を利用して交流を
深めている。これらの成果は、日本支
部の年次大会や関係会議などで報告さ
れ国内関係者で共有されている。
日本支部は設立以来、INMM本部、
米国政府、国立研究所、IAEAなどと
しっかり連携、協力して、日本の原子
力開発に関する平和利用に徹した活
動、核燃料サイクルの明確な必要性と
透明性確保、保障措置や核セキュリティ
などのへの確実な取組と積極的な国際
貢献に関する具体的情報を米国など世
界に発信してきた。日本支部は、日本
の原子力平和利用の活動に対する国際
的な理解の獲得と国際的な核不拡散、
保障措置や核セキュリティへの強化に、
少なからず貢献してきたと考える。

おわりに

福島第一事故以降、日本では原子力
平和利用は停滞し、高速炉「もんじゅ」
問題、六ヶ所再処理工場とPuリサイク
ルの推進の課題などに直面しているが、

他方IAEAなどの発表によれば、世界
の原子力開発は進展している。また米
国の原子力開発も最近は世論が好意的
となり進展し始めた。今回の米国大統
領選挙に見られたように、米国内外の
様々な課題に対する米国内世論の見方、
動向も随分と変化してきた。米国大統
領に選ばれたトランプ氏の原子力・核
不拡散政策は、今のところ良くわから
ない。日本の核燃料サイクル政策への
見方も変わる可能性もないことはない。
これまで諸先輩の大変な努力による
成果に乗っているだけでは、日本の原
子力平和利用の将来は危うい。日本は、
今後の原子平和利用政策（特にPuサ
イクル政策）について改めて明確な方
向を示し、米国をはじめとする国際的
な理解を得ることが必要ではないかと
思う。人類が核物質利用を推進したか
らには、核軍縮とともに核物質管理、
即ち人類は遠い将来にわたって核拡散
防止、核テロなどが起こらないように
その手立て（技術、制度、規則など）
を講じ、核物質を確実に管理する努力
を続けなければならない。

INMM・日本支部は、微力であるが、
核不拡散・保障措置や核セキュリティ
などへの取り組みに関し、支部活動を
一層活発化し国内の関連学会や関連機
関、INMM本部をはじめ、国際的な連
携、協力を積極的に進め、原子力平和
利用の円滑な推進に貢献していきたい
と考える。
今後も皆様のご支援・ご協力をお願

いする。
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編集後記
世界中がグローバリズムからナショナリ

ズムに戻されつつあるような今日、米国大
統領の影響力の大きさを改めて認識しまし
た、良い意味でも悪い意味でも。見守るし
か手はないでしょうが。
寒かった冬がようやく春に替わりつつあ

りますが、ISILにまだ占拠されている地域
の市民には何時までも冬のまま。2日に1食
の食事に耐え、なんとしてでも生き抜いて
いる様子が報道されています。大したこと

はしてあげられません。思い余っても祈る
ばかり。
わが国でもやっと2020年の東京オリン

ピックに向けて、飲食店での喫煙を禁止す
る法律の制定が進められています。オリン
ピックで来られる選手や観光客のためにこ
の際わが国でも、ということのようです。
やっと子供を含む禁煙者はその恩恵に浴す
ることができるようです、他の国並みに。
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